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lkm圏 2km圏 31(m圏 41《m圏 51《m圏 圏外
郊外駅前タイプ 3.5％ 1.5％ 0.5％ 会員総数の30％
地方 ロ_ ドサイドタイプ 2.5％ 1.5％ 1.0％ 0.75％ 0.5％ 会員総数の30％
商圏 商圏人口（概算） 誘致率 誘致数
徒歩・自転車圏 500＋3,000人 8％ 280 
車５分圏 10,000人 2.5％ 250 


























































































































































入館者タイプ 比率 対政人数 単価 収入率 金額
利用料 村民一般 ５０％ ３７，２９６人 ６００円 １００％ ２２，３７８千円
ｲｨ民高齢者 ２０％ １４，９１８人 ３００円 １００％ ４，４７６千円
村外一般 ２０％ １４，９１８人 ８００円 １００％ １１，９３５千円
ｲ1外高齢者 １０％ ７，４５９人 ４００円 １００％ ２，９８４千円
合nｆ １００％ ７４，５９２人 ４１，７７２千円
項目 金額 股定条件
























ｈｈｈｈｈ １１１５５ １１１ 
１６か月
３１０日
３１０日
３１０日
１００日
１００日
３１０日
人件Ｒｎ｝ ，４８６
光熱費 電気使用料
ガス使用料(LPG）
上下水道使用料
５０９２２千円
３，４３９千円
２，９６０千円
光熱Ｒ８ｌ ，３２１
一般管理費 股備管理
維持修相費
出張・視察・会醗費
事務費
事務用消耗品費
６０２５３千円
１０００８千円
８４千円
３２４千円
１，３１４千円
泊H1管理・法定・保守点検等委&モ
一般管理ＨＵ計 80983千
合８↑ ，７９０
健康地域づくりの促進
当然ランニングコストがかかり、設置に二の足を踏む自治体が多い。
しかし、楽しく苦痛無く運動ができる施設があることにより、運動不足気味の勤労者や自宅に
こもりがちな高齢者が積極的に利用し、結果として疾病予防・医療費削減、また、地域の活性化
へと波及効果が得られることを考えるべきである。
そのような観点から、公共施設としては運営上赤字になっても、安価な利用料で納税者に福祉
として還元するという認識を持つことが必要といえる。
住民が自ら身体を動かし心身のストレスを解消する'快適な場を設ける、というハード・ソフト・
ヒューマンサービスを、これからの行政サービスとして各自治体がスタートしてくれることを期
侍する次第である。
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